佐賀県及び玄海町と九州電力との｢原子力発電所の安全確保に関する協定書｣の改定を求める陳情書

佐賀県議会議長　　石井　秀夫　様

· 陳情趣旨

１．今後長期に渡る危険性

未曾有の福島第一原発事故により原発の安全神話は崩れたと知事は県議会で答えました。事故後の福島原発は、いまだ収束しておらず、最新でも毎日2.4億ベクレルという大量の放射能を出し続けています。

福島第一4号機の使用済み燃料プールは、1331本という大量の使用済み及び新燃料を抱えています。使用済み燃料は、一定間隔でラックに納められていますが、何らかの衝撃で燃料集合体の間隔が近づくと再臨界を起こします。また、プール自体が地震によって崩落する危険性を抱えていて、使用済み燃料がむき出しになると溶けて塊になり、再臨界の危険性が生じるということで最も危険な場所となっています。アメリカ側も4号機の使用済み燃料プールを最も危険視していました。

翻って、玄海原発を見てみますと、1～4号機の原子力容器から使用済み燃料がプールに移されたにしても、地震でラックが壊れ、且つ冷却が電気で維持できず、水の補給もされなければ、再臨界、爆発が起こる恐れがあります。

原発を停止したからといって、即安全にはなりません。使用済み燃料プールは、今まで以上の厳重な管理が必要になります。つまり、耐震性の向上、電源の多様化、冷却水の確保等の対策が必要とされています。緊急安全対策をしたと九電は言っていますが、小手先の対応でしかありません。

使用済み燃料は、六ヶ所再処理工場に持っていけません。ほぼ満杯状態です。

　　再処理が出来ないからです。できる見通しもありません。

　　さらに使用済みMOX燃料は、初めから搬出先がないまま、プルサーマル発電が行われました。つまり玄海原発に使用済み燃料は、半永久に置かれることになります。

２．運転再開の事前了解について

再稼働問題の安全性について国は急いでいるように見受けられます。福島原発の欠陥としての１例は、非常用デーゼル発電機は、30分動けばいいとされてきましたが福島では電源をつなぐのに1週間以上かかった。津波で海水をかぶったら発電機は、2台ともダメになるので高い所に設置すべきだった、１台は防水構造にすべきであった等の構造的な欠陥が明らかになっています。

このよう欠陥の誤りを原子力安全委員会斑目委員長が認めて、謝罪し、安全設計審査指針等が見直されている現状では、既存の原発は欠陥だらけということになります。再稼働すれば、また事故が起こるのは必然と言えます。だからこそ再稼働時には、被害を受けるであろう広い範囲での地元（古川知事と岸本町長だけでなく）への説明と理解を得る必要があります。

３．損害賠償、風評被害について

福島原発で現実に起こった事故後、東京電力の賠償は1年を経て、どれほど解決しているでしょうか。2月28日の新聞によると和解が成立したのが11件、これまでの申し出は一千件以上に超えるとされています。十分な額と被害の範囲、内容の賠償がなされているのでしょうか。詳細な検討が必要です。

原子力損害賠償支援機構法は、国債と電気料金(九電は１３９億円負担)で東電を支援し、被害者に賠償をする仕組みであり、東電は第一義的に賠償の責任を負っていません。結局国民が負担することになっています。

従って、過酷事故があった場合、賠償責任は誰かを明示する、賠償基準については、現在、福島原発事故で行われている損害賠償のあり方を十分に精査し、議論する必要があるのではないでしょうか。

４．安全協定の必要性

安全協定を厳しく締結することは、県民だけでなく、偏西風の風下になる福岡、四国、大阪、また南方面、北方面など広範囲な被曝被害を受ける人々にとって死活問題であります。そして現実に福島県だけでなく広い範囲で多くの人たちが苦しんでいます。

広島・長崎、第５福竜丸、肝炎、水俣等今までどれだけの人たちが切り捨てられて来たでしょうか。第５福竜丸の乗組員以外にも被曝した人は８千名以上になります。第５福竜丸の船員以外は、検診すらしてもらっていません。そして今、１年間線量が高い所で被曝を毎日受けている子ども達は、福島県内だけではありません。今後、誰が責任をもって子どもたちを守って行くのでしょうか。九州電力の責任と範囲、賠償基準等を事前に明らかにしておく必要があると思います。

注

２０１１年１２月１９日、原発の運転再開に反対する政府交渉を、全国１２５団体で提出した質問・要望書に即してさまざまなやり取りを行いました。その中で「３０～５０km圏では安全協定は結ばれるべき」という回答を政府から得ています。

[保安院]

· 安全協定は電力会社と自治体の間の問題だが、今回拡大された３０km、場合によっては５０kmの防災範囲は尊重されるべきで、尊重されない場合は電力会社を指導する。

[原子力安全委員会]

· ３０，５０kmに拡大された防災範囲における防災対策を効果的に実施するためには、地域防災計画等を作る際に、その範囲の自治体や住民等が関与する枠組みを構築し、その決定プロセスへの参加を確保することが重要である。

· 安全協定があれば、防災対策がより実効的に行えるということが原子力安全委員会内で議論されている。

安全協定が結ばれる地域への説明と理解が必要

　　[原子力安全委員会]

· 安全協定を締結しようとする自治体の意向は尊重すべきである。

[保安院]

· 安全協定を結んだ自治体の理解がなくて運転再開はあり得ない。

· 安全協定を結んだ地域の方々にも、当然理解してもらう必要がある。

県議会議員の皆さまには、放射能被害が予想される地域の人々の生命、財産を守るために選挙で選ばれた県民の代表として、下記の項目について熟議をしていただき、知事、九電へ働きかけをしていただくよう期待します。

· 陳情項目

１．協定書に、発電所の運転、保守および管理等の状況について、積極的な「情報公開」を県及び県民にするよう求める項目を入れるよう求めること。

２．協定書に、協定を結んだ自治体が必要と認める時は、運転再開について、事前に協議しなければならないという｢適切な措置の要求｣項目を入れること。

３．協定書に、「風評被害の損害補償」項目を入れること。（愛媛県、伊方町では、誠意をもって処理する、必要に応じて間接被害補償認定委員会を設置する、補償に備えるために適正な資金を積み立てておかねばならない等の協定を締結しています。）

4．その他の項目についても、原発立地自治体の安全協定を参考に、比較・参考にして県民だけでなく被害を受けるであろう広範な地域に配慮して安全協定の改定を目指して議会で協議すること。

５．九電と安全協定を結ぶ範囲の自治体は、30～50kmの防災範囲に拡大され、尊重されるべきという県議会の決議を求めます。
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